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イル『COSMOS2』登録企業の中で、1 年間に社長変更があった企業の割合を指している2。1991 年の 4.96%
をピークに、それ以降は低水準が続き、2015 年には 3.88%となっており、事業承継が進んでいない状況が確認













続いて図 2 は、年代別の中小企業経営者の年齢分布である（点線が 2015 年調査）。1995 年調査の中小企業
経営者のピーク年齢が 47 歳であるのに対し、2015 年調査のピーク年齢は 66 歳になっている。この 20 年でピ
ーク年齢が 20 歳シフトしており、中小企業経営者の 5 割を 60 歳以上の年齢が占めている。中小企業経営者の

























25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80歳以上




















































経済成長期（1955 年～1972 年）、安定成長期（1973 年～1984 年）、転換期（1985 年～2000 年）、現代（2001
年～2017 年）に時代区分した。 
 



















































































ベンチャーブームは 60 年代末から 70 年代初頭と言われている7。 























図 3 開業率と廃業率の推移 
 
出所：総務省『事業所・企業統計調査』、『平成 21 年経済センサス-基礎調査』、『平成 24
年経済センサス-活動調査』、『平成 26 年経済センサス-基礎調査』より作成。 
 
（５）現代（2001 年～2017 年） 




































の政策を親族内・親族外承継と M&A に分類し、これまでの政策との違いを把握する。 
 
5.1 事業承継問題の変遷 
（１）1960 年代から 1970 年代 
事業承継は、いつごろから中小企業の経営課題となっていたのか。文献・資料を確認すると、「後継者問題」
として 1960 年代からその問題が取り上げられていた。確認できる資料として、『東商』のなかで「後継者の育



















的な形での世代交代期を迎えようとしている。すなわち、中小企業においては 60 才以上の経営者は約 4 分の 1

















つまり、1960 年代から 70 年代にかけての東京商工会議所といった経済団体の後継者問題対策の一つの成果




（３）2000 年代から 2017 年 
 「中小企業承継税制問題研究会」の設置から 20 年を経過した頃、新たに中小企業庁長官が主催する研究会


















2014 年 3 月に設置した。そこでの中間報告では、これまでの展開されてきた施策が親族内承継に重点を置い
たものであることを指摘し、事業承継が親族外承継や M&A など第三者への承継など、後継者と先代経営者の
関係性が多様化していることが明らかになった。そして、M&A については具体的に支援策を検討する必要が
あるとして、2014 年 12 月に「中小企業向け事業引継ぎ検討会」を設置している。 
 




















 なお、2017 年に中小企業庁は『事業承継 5 ヶ年計画』を策定し、今後 5 年間を事業承継支援の集中実施期
間に設定し、支援体制・支援施策を強化すると発表していることから、今後も新たな施策が展開される可能性
が高いだろう。 











表 2 新規開業と事業承継施策の比較 
 
出所：『中小企白書 2017 年版』より作成。 
 
第一に、後継者の能力開発である。後継者の育成に必要な期間について、5 年もしくは 5 年から 10 年と回答
する経営者は 54.2%に及ぶ11。後継者の育成には OJT による経験学習や、自社や同業他社、異業種他社での仕
事経験といった職業キャリアも重要であるが、幅広い経営に関する知識取得やネットワーク形成には、社外で































図 5 平成 30 年度に改正された事業承継税制 
 














































M&A 市場には、買い手企業、売り手企業、仲介機関の 3 者が存在するが、特に専門的ノウハウ・知識を持
つ仲介機関の役割は大きい。そこで、これまでの中小企業の M&A の仲介業務に参入したプレイヤーの変遷を












 しかし、中小企業の事業承継ニーズを背景に、線引きされていた M&A 市場に変化が起こり始めている。仲
介事業者大手である㈱日本 M&A センターの成約実績16を見ると、38%が事業引継ぎ支援センターで取り扱う







図 6 中小企業の M&A 市場 
 























































1  日本商工会議所（2017）『平成 30 年度税制改正に関する意見』の中で、団塊世代の経営者が大量引退期を迎える 2017 年から
の 5～10 年間を指している。 
2  個人事業から上場企業まで約 146 万社が登録されている。日本企業は、中小企業の割合が 99.7%で 380 万社、大企業は 0.3%
で 1 万社であることから、調査データは中小企業の割合が高いといえる。 
3  中小企業庁（2017b）『中小企業の事業承継に関する集中実施期間について（事業承継 5 ヶ年計画）』では、2015 年から 2020
年までに約 30.6 万人の中小企業経営者が新たに 70 歳に達し、約 6.3 万人が 75 歳に達することから、2020 年頃に団塊経営者
の大量引退期が到来すると予測している。 
4  有澤廣巳が 1957 年に日本生産性本部『日本の経済構造と雇用問題』の中で初めて用いた。 
5  1970 年代のベンチャービジネスの展開については山崎（2004）が詳しい。 
6  清成忠男・中村秀一郎・平尾光司（1971）『ベンチャービジネス－頭脳を売る小さな大企業』によってベンチャービジネスとい
う用語が広まったとされる。 
7  小野瀬（2007）によれば、戦後日本においてベンチャーブームと呼ばれる時期は 3 度とあったと言う。第一次は 60 年代末か




8  例えば、1984 年に発表された中小企業庁編『小規模企業実態調査』など。 
9  2007 年には、相続関連事業承継法制等検討委員会と事業承継税制検討委員会を設置している。 
10  日本政策金融公庫総合研究所（2016）では、親族内承継のうち男の実子が 61.3%である一方、親族外承継は 15.5%となってい
る。 
11  中小企業基盤整備機構（2011）『事業承継実態調査報告書』を参照。 
12  平成 35年 3月 31日までに都道府県に特例承継計画を提出し、経営承継円滑化法に基づく都道県府知事の認定を受けることで、
この特例承継計画に記載された特例代表者からの贈与・相続後、一定の期間内に行われた贈与・相続であれば、先代経営者以
外の株主等からの贈与・相続も、事業承継税制（特例）の対象となる。 
13  役員による株式所得を MBO（Management Buy-Out）、従業員による株式所得を EBO（Employee Buy-Out）と呼ぶ。 
14  金融機関の営業担当者や商工会・商工会議所等の担当者が顧客企業等を訪問する際、診断票に基づく対話を通じ、経営者に対
して事業承継に向けた準備のきっかけを提供する取組。 
15  2018 年 5 月 1 日現在、全国 47 都道府県に設置されている。 
16  日本 M&A センター『FACTBOOK 報道用基礎資料』を参照。 
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